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－適切な理解と対応について－

建築物のアスベスト対策

アスベストとは・・・、アスベストの有害性

■アスベストとは

アスベストは石綿（いしわた、あるいはせきめん）とも呼ばれ、天然に産する鉱物繊維のことです。

（※規制の対象となる建築材料はアスベスト含有建材の重量比１パーセント超より、０．１パーセント超に改定されました。）

■アスベストの有害性

アスベストの繊維はきわめて細いため、飛散したアスベスト繊維を大量に吸入すると肺の中に残り、アスベスト肺、肺がんや中皮腫の原因

となる恐れがあります。アスベスト含有のあるビル等の解体（改修）時にアスベストの繊維が飛散するような場合は、危険性を増す可能性があり、

又、スレート等の固定化された状態で使用されている限り、アスベストの飛散はありませんが解体（改修）時には、適切な施工を行うことにより、

危険性をなくすことが必要です。

■石綿障害予防規則 （厚生労働省 ： 平成17年 7月 1日施行）

事業者は、その労働者を就業させる建築物に吹付けられた石綿が損傷、劣化等によりその粉じんを発散させ、労働者がその粉じんに

ばく露するおそれがあるときは、当該吹付け石綿の除去、封じ込め、囲い込み等の措置を講じなければならない。（第１０条）
建築物等の解体工事等の発注者は、工事の請負人に対し、当該建築物等における石綿含有建材の使用状況等（設計図書等）を通知
するよう努めなければならない （第８条）

■建築基準法 （国土交通省 ： 平成18年10月 1日施行）
吹付け石綿等の使用を規制する改正を行い、増改築時の除去等の義務付け、実態調査による定期報告により、衛生上有害となるおそれ
のある場合に勧告及び命令を行う。（対象建材は吹付けアスベスト、アスベスト含有のロックウール吹付け）

■大気汚染防止法 （厚生労働省 ： 平成18年9月 1日施行）

プラントなどの工作物を含む対象物の拡大、特定粉じん排出等について特定耐火建築等の規定・規模要件が撤廃された。

■アスベストは、建築物の耐火被覆材、吸音・断熱材等、さまざまな用途に使われており、その種類と製造時期は下表の通りです。

■『飛散性・飛散性に準ずる建材』について

■『飛散性のない建材』については解体・改修工事施工に際しては、届出は不要ですが湿潤化・保護マスク等の適正な処理は 必要となります。

ビニール床タイル（石綿含）

吹付けアスベスト（S造の耐火被覆）

ｹｲ酸ｶﾙｼｭｳﾑ板（２種）（S造耐火被覆）

石綿吹付け（建築基準法） 昭和４９年以前

　飛散性の 石綿含有のロックウール吹付け（建築基準法） 昭和５５年以前

あるもの 石綿含有のその他の吹付け 昭和６３年以前

レベル１

石綿含有のけい酸カルシウム板（２種） 昭和６０年頃以前

飛散性に 石綿含有の煙突断熱材 昭和６３年頃以前

　準ずるもの 石綿含有の屋根用折板裏打ち材 昭和５９年頃以前

石綿含有の断熱材（保温材）対象に追加 昭和６３年頃以前

レベル2 ※東京都の場合はレベル１と同等の工事仕様が必要となる（廃石綿として処理）

石綿含有のビニール床タイル 昭和６１年頃以前

　飛散性の 石綿含有の岩綿吸音板 昭和６１年頃以前

　ないもの 石綿含有の押出成形セメント板・スレート類 平成１６年9月以前

※改修工事等において、届出は不要ですが湿潤化・保護マスク等の適正な処理は必要

レベル３ （石綿含有産業廃棄物として処理）

※計画・作業の届出、適正な作業環境の下にて、除去・囲い込み・封じ込めの工事となる（廃石綿として処理）

名　　　　　　　称 石綿含有製造期間

※平成１８年９月・１０月に法律の改正が行われています。

除去・封じ込め 囲い込み 等の措置を実施（石綿障害予防規則)

経過観察（点検回数は１回/月～１回/６ヶ月）、定期報告が義務化され、計画的に

対策を実施 （建築基準法他）使用無

使用有

飛散無

飛散有

増改築部分の床面積が従前の1/2を超える増改築の場合は除去

増改築部分の床面積が従前の1/2を超えない増改築、大規模修繕・模様替え
の場合は除去、残存部分を封じ込め 囲い込みで許容

状況により、立ち入り検査・是正勧告・工事命令（建築基準法)

1/2 超

1/2以下

既存不適格建物

アスベストを含む建材の種類と製造時期

アスベストに関する法規制

アスベストに対する今後の対応

当該建築物への
使用の有無の調査

O K

現在の飛散の有無

増改築（建築基準法）


